
基礎点

大項目 中項目 合計 基礎点 加点 基礎点 加点 の採点

公募要領の内容に基づき実施方法が提
案されていること。

必須 10 10 -
提案書が全体として公募要領の内
容を遵守しており、事業の目的に矛
盾する内容がないこと。

－ －

公募要領をふまえ、住民参画の方法や
地域の現状を中心に、業務を行う基本方
針、目的を記述すること。

必須 15 5 10
業務の目的を的確に理解し、妥当
な基本方針であること。

業務期間内に一定の成果を上げることが
期待でき、長期的な温暖化防止活動に結
びつく確実性、率先性が見られるかどう
かを評価する。

本業務で再生可能エネルギー事業化計
画を検討する予定地域の概要と特性を
記載すること。また、これまで行われきた
調査結果や統計資料などを基に、再生
可能エネルギー導入の可能性について
も記載すること。

必須 20 5 15
事業を計画するうえで必要な地域
の特性が整理されていること。

地域における再生可能エネルギーの導
入可能性が明確であり、十分効果が大き
なものであるかを評価する。

３-1．構成団体

本業務を推進する協議会について、協議
会の組織概要として、名称、所在地、代
表者、構成メンバー・団体、事務局体制
等について、記載すること（協議会等が
まだ設立されていない場合は、想定する
組織概要、構成メンバー・団体等につい
て記載すること。）。また、協議会の設置
目的・活動内容についても記載すること。

必須 15 5 10
一部の業界団体等に偏りがなく、各
団体、個人の役割が適切に整理さ
れているか。

再生可能エネルギー分野での事業形成
を進める上で主要な役割を果たす団体が
含まれているかどうかを評価する。

３－２．コーディ
ネーター候補

地域の再生可能エネルギー事業推進の
中核となるコーディネーターについて、提
案書作成者が考えるコーディネーターの
役割およびコーディネーター候補（2名以
上）について記載すること。

必須 15 5 10
コーディネーターの役割およびコー
ディネーター候補に関する記載が
適切であるか。

地域の再生可能エネルギー事業推進の
中核的存在として、コーディネーターの役
割が位置づけられているか、コーディ
ネーター候補がコーディネーターとして期
待する能力を備えているかも評価する。

３－３．地方公共
団体と協議会の関
係

業務対象地域の地方公共団体と協議す
る場の設定や協議の方法について記載
すること。

必須 10 5 5
地方公共団体が自ら実施する又は
地方公共団体との密接な連携が確
実であるか。

地方公共団体との連携や協力が増進す
るような協議の場の設定や協議の方法と
なっているかどうかを評価する。地方公
共団体自ら実施する場合は、継続的関与
が担保されているかどうかを評価する。

３－４．これまでの
実績

再生可能エネルギー又は地球温暖化防
止分野での応募法人の活動実績を記述
すること。既に本業務を推進する協議会
等が存在する場合には、協議会等として
の活動と、協議会等以外の活動の区別
が分かるようにすること。この分野の活
動実績がない法人が申請する場合、協
議会等の構成員・構成団体の活動実績
を記述すること。

任意 10 - 10 -

技術的に類似した実績だけでなく、住民
参加や地域での合意形成などでの実績
も評価する。また、以上の提案内容にこ
れまでの実績が反映されているかどうか
も評価する。

４－１．事業化計
画の対象とする再
生可能エネルギー
事業

本業務で対象とする再生可能エネル
ギー事業（以下、対象事業）の概要を記
載すること。複数の事業計画を策定する
場合には、
再生可能エネルギー事業ごとに表を設
け、それぞれに理由を記載すること。
同種のエネルギーであっても事業形成手
法が大きく異なるような場合には分けて
整理すること。

必須 20 5 15
対象事業が特定されており、また、
選定理由が具体的に記載されてい
るか。

対象事業の内容、規模、事業費等につい
て、事業性、具体性、実効性、普及性な
どを評価する。

４－２．本業務の
進め方、事業化計
画実現のための方
針

対象事業の事業化計画を策定するに当
たり、業務実施体制、協議会等が進めよ
うとする協議・検討の方法等、事業化計
画を実現させるための事業主体、事業ス
キーム、資金調達の考え方に関して具体
的に記載すること。

必須 25 5 20

本業務を実施できる体制になって
いるか、事業化計画の実現に向け
て、事業主体等現実的な提案がさ
れているか。また、資金調達につい
て、具体的な提案がなされている
か。

協議会の適切かつ確実な運営ができる
業務実施体制になっているか、事業の進
め方は地域主導かつ実現可能性が高い
ものとなっているか、プロジェクトを成立さ
せるために必要な事業主体、スキーム、
資金調達が想定されているか、地域に便
益が分配される資金調達が想定されてい
るか。

４－３.その他活動
計画

地域住民の参加や関連組織の連携強化
につながる活動などについて計画を記載
すること。

任意 5 - 5 -

地域住民の参加を通して地域内の再生
可能エネルギー導入に対する地域内の
意識向上につながる活動かどうか、関連
組織の連携強化につながるかどうかを評
価する。

５－１．本業務の
実施計画

単年度で終了する予定の場合は今年度
分のみを、２年間又は３年間の業務計画
がある場合は該当する期間について記
述すること。また、到達目標については
年度ごとに定量的に記述すること。

必須 15 5 10
実施方針の内容と矛盾のない計画
が立てられているか。

確実に遂行できる計画になっているかど
うか、その計画で以上の提案内容の達成
が期待できるかどうか、到達目標は適切
に設定されているかどうかを評価する。

５－２．本業務終
了後の展望

本業務の成果を基に、業務終了後、対
象事業の事業化以外に再生可能エネル
ギーの普及拡大を長期的に進めるため
に、どのような活動を行っていくのかを記
載すること。

必須 15 5 10
本事業終了後においても明確なプ
ランを有しているか。

再生エネルギー導入拡大に向けた地域
の展望として住民や関係機関が共有でき
る内容になっているかどうか、本業務から
の発展としてふさわしい内容になってい
るかを評価する。

５－３ 組織の環境
マネジメントシステ
ム認証取得状況

ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、ＫＥＳ、
エコステージ、地方公共団体による認証
制度など、環境マネジメント認証取得の
有無、有の場合は認証の名称を記載し、
証明書の写しを添付すること。ただし、開
札する時点において認証期間中であるこ
と。

任意 5 - 5 -
事業者の経営における主たる事業所（本
社等）において、環境マネジメント認証取
得があるか。１つでもあれば加点（５点）

提案内容と提出された積算内容の整合
がとれていること。

必須 20 5 15
提案の内容と矛盾のない経費が計
上されているか。

効果的で効率性に優れた経費が計上さ
れており、費用対効果が高い事業となっ
ているどうかを評価する。

技術点
   小計

200 60 140 合計

総合評価点

加点部分の採点は、配点５点の場合、技術上の基準に基づき、優；5点、良；3点、可；1点、不可；0点、の4段階評価とし、配点に応じて係数をかけて得点を算出する。

基礎点部分の採点は、技術上の基準を満たす場合に、当該基礎点全部を得点とする。

４．業務の実施方法

１． 業務の基本方針と目的

２．地域の特性

５．事業計画

６．予算

基礎点がある項目に係る加点部分の「不可；0点」とは、基礎点の基準は満たす（基礎点は得点）が、加点部分の基準をなんら満たさない場合である。

０．公募要領の遵守

３．協議会の構成

(別添1）

技術上の基準評価項目 評価
区分

得点配分 加点の
採点
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